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Ⅰ 平成３１年度の一般会計予算 

平成３１年度の一般会計の歳入歳出の予算を円グラフと表で現し、平成３０年度の当初予

算額との比較をしています。歳出は、目的別（表２：使用する目的別）と性質別（表３：使

用する性質別）の２表で比較しました。 

１．歳 入【目的別】 

       

平成３１年度一般会計予算歳入（表１）の主な内容については、次のとおりです。 

歳入総額は、６５億５，８３２万８千円となり、対前年度比１億４，７７８万３千円、 

２．３％の増加となりました。 

町税については、総所得分の増等による個人町民税の増加、法人税割の増による法人町民

税の増加に加え、アウトレット第３期開業に伴う固定資産税の増加により、対前年度比１億

４,８５８万９千円、５．３％増の２９億５，１３７万４千円を見込みました。 

地方譲与税及び各種交付金については、自動車取得税交付金、自動車重量譲与税、地方消

費税交付金の減少を見込んだことから、交付金等全体で対前年度比１９６万円、０．４％減

の４億８，４３３万４千円となりました。 

地方交付税については、町税をはじめとする自主財源の増加による影響により、普通交付

税の減少を見込み、対前年度比１，６３４万７千円、２．２％減の７億２，４８５万３千円

となりました。 

国庫支出金については、児童福祉費負担金や障害者の社会福祉費負担金、地方創生推進交

付金の増加により、対前年度比９８７万７千円、１．５％増の６億７，２５０万５千円とな

りました。 

県支出金については、農業基盤整備促進事業補助金や児童福祉費負担金の減少により、対

前年度比１，５１９万３千円、３．９％減の３億７，６１２万７千円となりました。 

繰入金については、財政調整基金からの繰入が減少したものの、社会資本等整備基金繰入

（単位：千円） 

町税 
2,951,374 

地方交付税 
724,853 

国庫支出金 
672,505 

町債 
477,600 

繰入金

612,836 

県支出金 
376,127 

交付金等 
484,334 

諸収入 
123,884 

その他 
134,815 

歳入総額 

6,558,328 
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金や地域福祉基金繰入金、東日本大震災復興基金繰入金からの繰入が増加したため、対前年

度比６，２９９万７千円、１１．５％増の６億１，２８３万６千円となりました。 

繰越金は前年度の歳計剰余金（前年度会計で余った資金）を前年度と同様に６，０００万

円程度と見込み、繰越金を３，０００万円としています。〔歳計剰余金の２分の１以上は、

財政調整基金に積み立てることとなっています。〕 

町債については、防災対策事業、農業基盤整備促進事業や上水道出資債、地方道整備事業

の減少により、対前年度比９００万円、１．８％減の４億７，７６０万円となりました。 

なお、地方消費税の税率引き上げの増収分は、全額社会保障費の財源に充当することにな

っています。 

 

表１ 平成３１年度一般会計 歳入（目的別） 

（単位：千円、％）

1 町 税 2,951,374 45.0 2,802,785 43.7 148,589 5.3

2 地 方 譲 与 税 57,007 0.9 64,800 1.0 △ 7,793 △ 12.0

3 利 子 割 交 付 金 4,200 0.1 3,300 0.1 900 27.3

4 配 当 割 交 付 金 15,200 0.2 11,600 0.2 3,600 31.0

5 株式等譲渡所得割交付金 17,400 0.3 7,400 0.1 10,000 135.1

6 地 方 消 費 税 交 付 金 356,600 5.4 359,400 5.6 △ 2,800 △ 0.8

7 自動車取得税交付金 20,000 0.3 24,900 0.4 △ 4,900 △ 19.7

8 地 方 特 例 交 付 金 11,200 0.2 12,000 0.2 △ 800 △ 6.7

9 地 方 交 付 税 724,853 11.1 741,200 11.6 △ 16,347 △ 2.2

10 交通安全対策特別交付金 2,727 0.0 2,894 0.0 △ 167 △ 5.8

11 分 担 金 及 び 負 担 金 41,672 0.6 67,888 1.0 △ 26,216 △ 38.6

12 使 用 料 及 び 手 数 料 42,794 0.6 45,450 0.7 △ 2,656 △ 5.8

13 国 庫 支 出 金 672,505 10.3 662,628 10.3 9,877 1.5

14 県 支 出 金 376,127 5.7 391,320 6.1 △ 15,193 △ 3.9

15 財 産 収 入 7,347 0.1 6,918 0.1 429 6.2

16 寄 付 金 13,002 0.2 12,002 0.2 1,000 8.3

17 繰 入 金 612,836 9.3 549,839 8.6 62,997 11.5

18 繰 越 金 30,000 0.5 30,000 0.5 0 0.0

19 諸 収 入 123,884 1.9 127,621 2.0 △ 3,737 △ 2.9

20 町 債 477,600 7.3 486,600 7.6 △ 9,000 △ 1.8

6,558,328 100.0 6,410,545 100.0 147,783 2.3

伸　率構成比 比較増減

合　　　　　計

款

平成３１年度

当初予算額

構成比

平成３０年度

当初予算額
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２．歳 出【目的別】 

                

            

平成３１年度一般会計予算歳出（表２）の主な内容については、次のとおりです。 

歳出の総額は、歳入と同額の６５億５，８３２万８千円となり、対前年度比１億４，７７

８万３千円、２．３％の増加となりました。 

議会費は、インターネット議会中継システム業務委託等の増加により、対前年度比１６９

万７千円、１．４％増の１億２，７０１万３千円となりました。 

総務費については、地方創生推進交付金事業（１３０周年記念事業等）３，５７５万円、

戸籍住民基本台帳一般事務費１，１０５万１千円、賦課徴収事業１，０７０万８千円、企画

一般事務費６８５万６千円、退職者の増に伴う退職手当組合負担金の増加などによる人件費

９，１５１万９千円などが増加したことにより、対前年比１億１，３１８万９千円、１１．

５％増の１０億９，６９０万８千円となりました。 

民生費については、交流拠点施設建築工事等により老人福祉事業２，６９６万６千円、障

害者総合支援事業１，２６８万１千円、社会福祉一般事務費１，０４０万円、地区集会所等

補助事業１，０００万円、後期高齢者医療事業９９５万６千円の増加などにより、対前年度

比４，９０３万６千円、２．６％増の１９億６，５３０万３千円となりました。 

衛生費については、じん芥処理事業１，６５６万８千円、印旛広域水道事業７０３万７千

円、子ども医療費助成事業５０５万１千円、予防接種事業２４１万１千円の減少などにより、

対前年度比２，３３３万９千円、４．６％減の４億８，５３０万円となりました。 

農林水産業費については、農業基盤整備事業６，０８３万７千円の減少などにより、対前

年度比５，６３２万２千円、３５．６％減の１億１６６万７千円となりました。 

商工費については、（仮称）まるごとしすい運営事業１，７１３万５千円、酒々井スマー

トシティ推進事業（観光アプリデータ整備）５５０万円、酒々井町ＩＴ活用・販路開拓等支

援事業２００万円、観光事業１６２万５千円の増加などにより、対前年度比１，８９４万２

（単位：千円） 

民生費 

1,965,303 

総務費 

1,096,908 

教育費 

999,113 

土木費 

677,892 

衛生費 

485,300 

公債費 

480,911 

消防費 

499,358 

商工費 

114,863 

農林水産業費 

101,667 
議会費 

127,013 

予備費 

10,000 

歳出総額 

6,558,328 
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千円、１９．７％増の１億１，４８６万３千円となりました。 

土木費については、国の補助事業として社会資本整備総合交付金を活用した道路改良事業

３，８２６万２千円、交通安全施設整備２，９３０万円、下水道事業への繰出経費２，８４

７万１千円、河川一般事務費１，７４０万円の減少などにより、対前年度比４，５２２万１

千円、６．３％減の６億７，７８９万２千円となりました。 

消防費については、消防施設事業３１９万７千円が減少となったものの、消防組合負担金

１，４０５万２千円の増加などにより、対前年度比１，１６８万７千円、２．４％増の４億

９，９３５万８千円となりました。 

教育費については、中央公民館施設整備（空調・高圧受電キュービクル更新）工事等によ

り公民館管理事業４，１３７万１千円、酒々井の伝説ものづくり事業１，３１９万９千円、

給食センター施設改修工事等により給食センター管理事業７６４万３千円、町内埋蔵文化財

調査事業５８４万８千円、教育ファシリテーターの配置事業５５２万１千円の増加などによ

り、対前年度比６，９３２万７千円、７．５％増の９億９，９１１万３千円となりました。 

公債費については、臨時財政対策債の償還額の増加などから、対前年度比１，８７８万７

千円、４．１％増の４億８，０９１万１千円となりました。 

 

表２ 平成３１年度一般会計 歳出（目的別） 

（単位：千円、％）

1 議 会 費 127,013 1.9 125,316 2.0 1,697 1.4

2 総 務 費 1,096,908 16.7 983,719 15.3 113,189 11.5

3 民 生 費 1,965,303 30.0 1,916,267 29.9 49,036 2.6

4 衛 生 費 485,300 7.4 508,639 7.9 △ 23,339 △ 4.6

5 農 林 水 産 業 費 101,667 1.6 157,989 2.5 △ 56,322 △ 35.6

6 商 工 費 114,863 1.8 95,921 1.5 18,942 19.7

7 土 木 費 677,892 10.3 723,113 11.3 △ 45,221 △ 6.3

8 消 防 費 499,358 7.6 487,671 7.6 11,687 2.4

9 教 育 費 999,113 15.2 929,786 14.5 69,327 7.5

10 公 債 費 480,911 7.3 462,124 7.2 18,787 4.1

11 予 備 費 10,000 0.2 20,000 0.3 △ 10,000 △ 50.0

6,558,328 100.0 6,410,545 100.0 147,783 2.3

構成比 比較増減 伸　率

合　　　　　計

款

平成３１年度

当初予算額

構成比

平成３０年度

当初予算額

 



 5

表３ 平成３１年度一般会計 歳出（性質別） 

（単位：千円、％）

1 人 件 費 1,654,301 25.2 1,531,316 23.9 122,985 8.0

2 扶 助 費 888,044 13.5 890,851 13.9 △ 2,807 △ 0.3

3 公 債 費 480,911 7.3 462,124 7.2 18,787 4.1

義 務 的 経 費 小 計 3,023,256 46.0 2,884,291 45.0 138,965 4.8

4 物 件 費 1,256,082 19.2 1,198,408 18.7 57,674 4.8

5 維 持 補 修 費 14,020 0.2 26,919 0.4 △ 12,899 △ 47.9

6 補 助 費 等 1,001,456 15.3 992,118 15.5 9,338 0.9

経 常 的 経 費 小 計 5,294,814 80.7 5,101,736 79.6 193,078 3.8

7 普 通 建 設 事 業 費 636,791 9.7 650,895 10.1 △ 14,104 △ 2.2

補 助 事 業 費 310,409 4.7 379,907 5.9 △ 69,498 △ 18.3

単 独 事 業 費 326,382 5.0 270,988 4.2 55,394 20.4

8 積 立 金 24,301 0.4 42,065 0.7 △ 17,764 △ 42.2

9 投 資 及 び 出 資 金 5,648 0.1 17,975 0.3 △ 12,327 △ 68.6

10 貸 付 金 3,000 0.0 3,000 0.0 0 0.0

11 繰 出 金 583,774 8.9 574,874 9.0 8,900 1.5

12 予 備 費 10,000 0.2 20,000 0.3 △ 10,000 △ 50.0

6,558,328 100.0 6,410,545 100.0 147,783 2.3

構成比 比較増減 伸　率

合　　　　　計

項　　　　　目

平成３１年度

当初予算額

構成比

平成３０年度

当初予算額

内

訳

 

性質別歳出（表３）を見ると、義務的経費のうち扶助費全体では減少しているものの、介

護給付費・訓練等給付費、障害児給付費、高齢者外出支援タクシー事業などの扶助費は増加、

退職手当組合負担金や嘱託員報酬の増加などによる人件費の増加、さらに、公債費は、臨時

財政対策債をはじめ元金償還が増加したことなどから義務的経費は、対前年度比１億３，８

９６万５千円、４．８％増の３０億２，３２５万６千円となりました。 

物件費については、各種業務委託料の増加により、対前年度比５，７６７万４千円、４．

８％増の１２億５，６０８万２千円となりました。 

補助費等は、酒々井のまつりを継続・伝承させる人づくり補助金（町制施行１３０周年記

念事業）、消防組合負担金、町社会福祉協議会事業補助金、印旛広域水道負担金の増加によ

り、対前年度比９３３万８千円、０．９％増の１０億１４５万６千円となりました。 

普通建設事業費については、中央公民館施設整備（空調・高圧受電キュービクル更新）工

事、ＪＲ酒々井駅自転車等駐車場整備事業（ＪＲ東口側）、ＪＲ酒々井駅西口・京成酒々井

駅東口バス停上屋設置工事等が増加したものの、防災資機材等備蓄施設整備工事や社会資本

整備総合交付金を活用した道路事業、農業基盤整備事業（高崎川改修）等が減少したことに

より、対前年度比１，４１０万４千円、２．２％減の６億３，６７９万１千円となりました。 

積立金については、農業基盤整備事業基金の減少により、対前年度比１，７７６万４千円、

４２．２％減の２，４３０万１千円となりました。 
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繰出金については、後期高齢者医療事業、介護保険事業への繰出金の増加から対前年度比

８９０万円、１．５％増の５億８，３７７万４千円となりました。 

 

Ⅱ 各特別会計 

各特別会計の予算状況は次のとおりです。特に介護保険特別会計は、高齢化に伴い保険給

付費の増により増加してきています。 

 

 

（単位：千円、％）

国 民 健康 保険 特別 会計 2,318,358 2,422,326 △ 103,968 △ 4.3

介 護 保 険 特 別 会 計 1,345,340 1,303,692 41,648 3.2

後期高齢者医療特別会計 264,799 258,110 6,689 2.6

計 3,928,497 3,984,128 △ 55,631 △ 1.4

伸率特別会計名

平成３１年度

当初予算

平成３０年度

当初予算

比較増減

 

Ⅲ 水道事業会計 

水道事業会計は次のとおりです。独立採算制で経営されており、経営努力により経費の削

減を図っていますが、今後施設等の老朽化から資本的支出の増加が見込まれます。 

 

（単位：千円、％）

579,373 568,203 11,170 2.0

営 業 収 益 511,079 496,187 14,892 3.0

営 業 外 収 益 68,294 72,016 △ 3,722 △ 5.2

420,257 402,669 17,588 4.4

営 業 費 用 387,324 367,478 19,846 5.4

営 業 外 費 用 30,933 33,191 △ 2,258 △ 6.8

予 備 費 2,000 2,000 0 0.0

189,930 255,608 △ 65,678 △ 25.7

企 業 債 184,000 251,200 △ 67,200 △ 26.8

分 担 金 及 び 負 担 金 5,930 4,408 1,522 34.5

828,772 1,010,092 △ 181,320 △ 18.0

建 設 改 良 費 704,430 890,708 △ 186,278 △ 20.9

企 業 債 償 還 金 122,342 117,384 4,958 4.2

予 備 費 2,000 2,000 0 0.0

水 道 事 業 収 益

水 道 事 業 費 用

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

伸率企業会計収支

平成３１年度

当初予算

平成３０年度

当初予算

比較増減
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Ⅳ 下水道事業会計 

下水道事業は、平成２６年度から地方公営企業法の一部（財務規定）を適用し、企業会計

方式の会計に変更されました。 

 

（単位：千円、％）

385,882 380,649 5,233 1.4

営 業 収 益 334,799 326,560 8,239 2.5

営 業 外 収 益 51,083 54,089 △ 3,006 △ 5.6

442,390 429,746 12,644 2.9

営 業 費 用 417,789 402,047 15,742 3.9

営 業 外 費 用 23,601 26,699 △ 3,098 △ 11.6

予 備 費 1,000 1,000 0 0.0

134,673 172,017 △ 37,344 △ 21.7

企 業 債 46,200 49,300 △ 3,100 △ 6.3

国 庫 補 助 金 21,300 30,500 △ 9,200 △ 30.2

他 会 計 補 助 金 66,850 92,127 △ 25,277 △ 27.4

負 担 金 等 323 90 233 258.9

230,632 268,479 △ 37,847 △ 14.1

建 設 改 良 費 151,068 184,847 △ 33,779 △ 18.3

企 業 債 償 還 金 78,562 82,630 △ 4,068 △ 4.9

そ の 他 資 本 的 支 出 2 2 0 0.0

予 備 費 1,000 1,000 0 0.0

下 水 道 事 業 収 益

下 水 道 事 業 費 用

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

伸率企業会計収支

平成３１年度

当初予算

平成３０年度

当初予算

比較増減

 

 

Ⅴ 町のローン残高（地方債の状況） 

町債は、主に道路や施設等を整備するために町が借り入れるお金ですが、近年、地方交付

税で補われる地方の財源不足を、国の財源不足から町が国の代わりに借金する「臨時財政対

策債」の借入金残高が増加しています。 

                  

（単位：千円）

一 般 会 計 5,247,960 22,513 5,270,473

水 道 事 業 会 計 596,273 61,658 657,931

下 水 道 事 業 会 計 698,392 △ 78,562 619,830

6,542,625 5,609 6,548,234

平成３１年度末見込額

計

会　　計　　名 平成３０年度末見込額 平成３１年度中の増減
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Ⅵ 町の貯金残高（基金残高） 

基金は、町が予算を編成する際の財源補てんや特定の目的のために積み立てている貯金で

す。個人で例えると財形貯蓄、住宅積立金、学資積立金などに当たり、後年度の資金需要や

財源不足に備えるためのものです。 

 

【一般会計】 

  

（単位：千円） 

基 金 名 称 

平成３０年度末 

見  込  額 

平成３１年度中 

増減見込額 

平成３１年度末 

見  込  額 

１．財政調整基金 772,900 △521,743 251,157 

２．減債基金 90,670 28 90,698 

３．都市開発基金 34,001 12 34,013 

４．地域福祉基金 132,681 △14,304 118,377 

５．児童・生徒国際交流振興基金 30,863 △6,635 24,228 

６．ちびっこ天国基金 178,799 △935 177,864 

７．農業基盤整備事業基金 226,064 68 226,132 

８．東日本大震災復興基金 6,229 △6,198 31 

９．社会資本等整備基金 100,223 △50,646 49,577 

10．ふるさと基金 23,830 13,000 36,830 

11．土地開発基金 49,984 1 49,985 

12．都市計画事業基金 38,722 12 38,734 

13．森林環境譲与税基金 0 808 808 

計 1,684,966 △586,532 1,098,434 

【国民健康保険特別会計】 

  

（単位：千円） 

基 金 名 称 

平成３０年度末 

見  込  額 

平成３１年度中 

増減見込額 

平成３１年度末 

見  込  額 

１．財政調整基金 382,851 △43,433 339,418 

２．高額療養費貸付基金 3,000 0 3,000 

計 385,851 △43,433 342,418 

【介護保険特別会計】 

  

（単位：千円） 

基 金 名 称 

平成３０年度末 

見  込  額 

平成３１年度中 

増減見込額 

平成３１年度末 

見  込  額 

１．介護給付費準備基金 218,834 △52,617 166,217 

【下水道事業会計】 

  

（単位：千円） 

基 金 名 称 

平成３０年度末 

見  込  額 

平成３１年度中 

増減見込額 

平成３１年度末 

見  込  額 

１．下水道事業基金 86,640 △100 86,540 

※平成３０年度末見込額は、平成３１年度予算編成時点での見込額となりますので、

実際の基金額とは異なる場合があります。 



 9

Ⅶ 平成３１年度の酒々井さん家の家計 

平成３１年度一般会計の予算案について、１億円を１万円に置き換えてひと月の家計のや

りくりに例えてみました。（１か月の家計６５.６万円） 

酒々井さんの月収（町税収入）は２９万５千円で、昨年度から１万５千円の給料アップと

なりそうです。そして、奥さんのパート収入（施設使用料、手数料など）は９千円で２千円

減り、親からの援助（交付税、国・県補助金など）は２２万６千円で、昨年度から２千円減

ることになりそうです。不足分は、貯金の取り崩し（基金繰入金など）、さらに借金（町債）

をして家計をやりくりしています。 

一方、支出において、食費（給料、報酬などの人件費）は昨年度から１万２千円、光熱水

費などは１万８千円増え、医療費や養育費（医療費助成や児童手当などの扶助費）は１万２

千円、家の老朽化による増改築費（道路などの建設改良費）は１千円減るものの、家計のや

りくりは昨年同様大変になりそうです。 

過去の借金（町債残高）は５６万７千円から１千円減って５６万６千円になる見込みです

が、ローンの返済額は昨年から２千円増え４万８千円の返済になる見込みです。 

 

 

 

 

夫の給料 

29.5 万円 

親からの援助 

22.6 万円 

妻のパート収入 

0.9 万円 

借金 4.8 万円 
貯金の取崩 

6.1 万円 

食費 

16.5 万円 

医療費や養育費 

7.7 万円 

光熱水費など 

23.9 万円 

ローン返済 4.8 万円 

家の増改築 

6.4 万円 

他の生活費 6.3 万円 

雑収入 

1.7 万円 
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Ⅷ 平成３１年度の国から町への財源補てん（親からの援助） 

すべての地方団体が一定の行政サービスを提供できるよう財源を保障するため、地方の固

有財源として地方交付税が配分されています。しかしながら、国の三位一体の改革などによ

って地方交付税の一部が「臨時財政対策債」による借入金に振り替えられています。 

平成３１年度の国からの財源補てんについて、地方交付税と臨時財政対策債への振替など

により、９億９，５００万円を見込んでいます。 

町税などの自主財源が増加傾向にあることから、国からの補てん額の総額は減少傾向にあ

ります。 

国からの財源補てんの推移 

単位：百万円 

  Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 

普通交付税 897 1,005 998 957 819 835 762 713 671 655 

特別交付税 124 150 167 143 152 163 132 108 70 70 

臨時財政対策債 427 390 389 390 315 298 254 275 278 270 

計 1,448 1,545 1,554 1,490 1,286 1,296 1,148 1,096 1,019 995 

 

 ※ 平成２１年度から平成２９年度までは決算額で、平成３０年度は決算見込額、平成３１年度は予算額です。 


